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民活空港運営法に基づき民間による創意工夫を活かした
一体経営を実現し、着陸料等の柔軟な設定等を通じた航空
ネットワークの充実、内外の交流人口拡大等による地域活性
化を図る。

経営統合法に基づきコンセッションを実施することで、関空債
務の早期・確実な返済を行い、関空の国際拠点空港としての再
生・強化、関西全体の航空輸送需要の拡大を図る。

国管理空港等 関西国際空港・伊丹空港

国が土地等の所有権を留保しつつ、民間に運営権を設定
し、航空系事業と非航空系事業を一体経営

・運営権者は、国から公共施設等運営権の設定を受けることにより滑走路等の運
営を実施、三セク等の株式を取得することによりターミナルビル等の運営を実施
・運営権者は、着陸料その他の収入を設定・収受し、これらの収入により事業実
施に要する費用を負担する

新関西国際空港株式会社が土地等の所有権を留保しつつ、
民間に運営権を設定し、航空系事業と非航空系事業を一体経
営

（※） H24.7、新関西国際空港株式会社は、国管理空港であった伊丹空港についても経営統合し、
関空との一体運用を開始

（※） 関空の土地については、新関西国際空港株式会社の子会社が保有

民間委託手法 民間委託手法

施設等所有者 国 新関西国際空港株式会社

運 営

管制 滑走路等 空ビル等

新関西国際空港株式会社

運営権の設定

民間による一体運営

施設等所有者 国 民間

運 営

管制 滑走路等 空ビル等

国 三セク等

継続
運営権
の設定

譲渡

国 民間による一体運営

関西エアポート株式会社（「オリックス、ヴァ
ンシ・エアポート コンソーシアム」が設立し
た新会社）がH28.4から運営開始。

※ 神戸空港については、H30.4から、関西エア
ポートの100％子会社である関西エアポート神
戸により運営開始。
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